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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：地域連携・交通部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

1 地籍調査費負担金 三重県社会資本整備円
滑化地籍整備事業費補
助

津市 92,549 地域連携・交通部関係補助金
等交付要綱

水資源・地
域プロジェ
クト課

Ｒ６繰越分

2 同上 同上 伊勢市 47,895 同上 同上

3 同上 同上 四日市市 32,400 同上 同上

4 同上 同上 津市 19,610 同上 同上

5 同上 同上 御浜町 14,132 同上 同上

6 同上 三重県社会資本整備円
滑化地籍整備交付金

伊勢市 38,346 同上 同上 Ｒ６繰越分

7 同上 同上 南伊勢町 31,337 同上 同上 同上

8 同上 同上 鳥羽市 23,307 同上 同上

9 同上 同上 伊賀市 15,830 同上 同上

10 同上 同上 紀宝町 10,908 同上 同上

11 同上 同上 志摩市 10,877 同上 同上

12 地方バス路線維持確保
事業費

三重県地域間幹線系統
確保維持費補助金

三重交通株式会社 252,846 同上 交通政策課

13 運輸事業振興助成交付
金

運輸事業振興助成交付
金

公益社団法人三重県バ
ス協会

22,487 同上 同上

14 鉄道利便性・安全性確
保等対策事業費

三重県鉄道施設耐震補
強等事業費補助金

近畿日本鉄道株式会社 16,790 同上 同上

補助金等の交付実績
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：地域連携・交通部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

15 鉄道利便性・安全性確
保等対策事業費

三重県鉄道軌道安全輸
送設備等整備事業費補
助金

三岐鉄道株式会社 41,309 地域連携・交通部関係補助金
等交付要綱

交通政策課

16 同上 同上 四日市市 27,520 同上 同上

17 同上 同上 伊賀市 18,598 同上 同上

18 伊勢鉄道基盤強化等対
策事業費

同上 伊勢鉄道株式会社 72,302 同上 同上

19 交通事業者燃料価格高
騰等対策支援事業費

三重県交通事業者燃料
価格高騰等対策支援補
助金

三重交通株式会社 367,948 同上 同上

20 同上 同上 三岐鉄道株式会社 85,299 同上 同上

21 同上 同上 伊勢湾フェリー株式会
社

36,149 同上 同上

22 同上 同上 津エアポートライン株式
会社

31,614 同上 同上

23 同上 同上 養老鉄道株式会社 22,871 同上 同上

24 地域における移動手段
の確保に向けた総合対
策事業費

三重県交通不便地域等
移動手段確保総合対策
補助金

桑名市 12,327 同上 同上

25 同上 同上 明和町 10,000 同上 同上

26 貨物自動車運送事業者
燃料高騰対策支援事業
費

貨物自動車運送事業者
燃料高騰対策補助金

一般社団法人三重県ト
ラック協会

180,775 同上 広域交通・
リニア推進
課

27 同上 同上 同上 96,079 同上 同上 Ｒ６繰越分

4



第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：地域連携・交通部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

28 運輸事業振興助成交付
金

運輸事業振興助成交付
金

一般社団法人三重県ト
ラック協会

476,371 地域連携・交通部関係補助金
等交付要綱

広域交通・
リニア推進
課

29 地域スポーツ推進事業
費

美し国三重市町対抗駅
伝開催事業負担金

美し国三重市町対抗駅
伝運営委員会

12,300 同上 スポーツ推
進課

30 同上 スポーツ団体等活性化
補助金

公益財団法人三重県ス
ポーツ協会

19,439 同上 同上

31 同上 同上 一般財団法人三重県武
道振興会

11,836 同上 同上

32 レガシーを活用したみ
えのスポーツ支援事業
費

レガシーを活用したみえ
のスポーツ支援事業補
助金

公益財団法人日本テニ
ス協会

15,000 同上 同上

33 同上 同上 公益財団法人日本陸上
競技連盟

10,000 同上 同上

34 同上 同上 三重県柔道協会 10,000 同上 同上

35 新三重武道館整備費補
助金

新三重武道館整備費補
助金

津市 20,174 同上 同上

36 競技力向上対策事業費 三重県競技力向上対策
本部負担金

三重県競技力向上対策
本部

173,254 同上 競技力向上
対策課

37 地域のきらりスポーツ
推進事業費

同上 同上 61,958 同上 同上

38 離島航路支援事業費 離島航路整備事業補助
金

鳥羽市 45,198 同上 南部地域振
興企画課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：地域連携・交通部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-7 三重県社会資本整備
円滑化地籍整備事業
費補助
（令和6年度）

津市
津市西丸之内23番1号

- 92,549 （根拠）
地域連携・交通部関係補助金等交付要綱
（公益性）
土地取引の円滑化や土地資産の保全、災害復旧の迅速化等に
資するため、国土調査法、国土調査促進特別措置法に基づき実
施するものであり、公益性を有する。
（必要性）
上記同様の理由により、必要性を有する。
（効果）
補助金の交付を受けた市町において地籍調査が実施され、地籍
の明確化が図られた。
（交付基準等の妥当性）
社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助交付要綱に規定され
た補助金を活用して実施しており、妥当である。

水資源・地
域プロジェ
クト課

令和6年
度からの
繰越

7-8 三重県鉄道軌道安全
輸送設備等整備事業
費補助金
(令和7年度）

伊勢鉄道株式会社
鈴鹿市桜島町1丁目20
番地

- 72,302 （根拠）
地域連携・交通部関係補助金等交付要綱
（公益性）
地域住民にとって必要不可欠な公共交通機関である鉄道の安全
性の向上を図るため、国、沿線市町と協調して補助を実施するも
のであり、公益性を有する。
（必要性）
鉄道事業者の安全輸送を確保する必要がある。
（効果）
伊勢鉄道が行う設備整備事業が計画どおり実施され、鉄道事業
の安全運行を確保することができた。
（交付基準等の妥当性）
国の補助制度に協調して、地域連携・交通部関係補助金等交付
要綱及び三重県鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費補助金交
付要領の定めに基づき実施されていることから、妥当である。

交通政策課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：地域連携・交通部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-3 三重県地域間幹線系
統確保維持費補助金
（令和7年度）

三重交通株式会社
津市中央1番1号

- 252,846 （根拠）
地域連携・交通部関係補助金等交付要綱
（公益性）
国と地方公共団体が、住民の生活に必要な地域間幹線系統をシ
ビルミニマムとして維持するという理由により公益性を有する。
（必要性）
事業者だけでは維持が困難な地域間幹線系統の運行に対し、国
と県が補助金を交付し維持を図ることは、住民のシビルミニマムと
しての移動手段を確保するために必要である。
（効果）
事業者から補助申請された全路線へ補助を実施することにより、
地域間幹線系統を維持することができた。
（交付基準等の妥当性）
県と市町の役割分担として、地域間幹線系統を維持するために補
助することは必要である。

交通政策課

8-4 三重県交通事業者燃
料価格高騰等対策支
援補助金
(令和7年度）

同上 - 367,948 （根拠）
地域連携・交通部関係補助金等交付要綱
（公益性）
燃料価格・エネルギー価格高騰に直面している交通事業者に対
し、電気料金等の高騰分や安定的な運行に要する費用の一部を
支援することにより、県内交通の安定的な運行体制の確保を図
り、県民が安心して県内交通を利用できる環境整備を目的とする
ことから公益性を有する。
（必要性）
県内交通の安定的な運行体制の確保を図る必要がある。
（効果）
県内交通の安定的な運行体制が確保された。
（交付基準等の妥当性）
エネルギー等価格の高騰対策のため、国から支援の推奨事業と
して地域公共交通が対象に示された交付金を活用して補助を実
施しており、妥当である。

同上
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：地域連携・交通部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-5 三重県交通事業者燃
料価格高騰等対策支
援補助金
(令和7年度）

三岐鉄道株式会社
四日市市富田3丁目22
番83号

- 85,299 （根拠）
地域連携・交通部関係補助金等交付要綱
（公益性）
燃料価格・エネルギー価格高騰に直面している交通事業者に対
し、電気料金等の高騰分や安定的な運行に要する費用の一部を
支援することにより、県内交通の安定的な運行体制の確保を図
り、県民が安心して県内交通を利用できる環境整備を目的とする
ことから公益性を有する。
（必要性）
県内交通の安定的な運行体制の確保を図る必要がある。
（効果）
県内交通の安定的な運行体制が確保された。
（交付基準等の妥当性）
エネルギー等価格の高騰対策のため、国から支援の推奨事業と
して地域公共交通が対象に示された交付金を活用して補助を実
施しており、妥当である。

交通政策課

7-9 貨物自動車運送事業
者燃料高騰対策補助
金
（令和6年度）

一般社団法人三重県ト
ラック協会
津市栄町1丁目941番地

119,949 96,079 （根拠）
地域連携・交通部関係補助金等交付要綱
（公益性）
経営基盤の脆弱な貨物自動車運送事業者に対して支援を行い自
律的発展を促すことは、社会インフラとして重要な運送事業の維
持及び確保につながるため、県が支援を行うことは妥当であり、公
益性を有する。
（必要性）
燃料価格高騰の影響を直接受けるとともに、燃料の大きな節約や
運賃への価格転嫁が進んでいない状況にある貨物自動車運送事
業者の経営に及ぼす影響を緩和し、社会インフラとして重要な運
送事業者の事業の維持及び確保を図るため、補助金による支援
が不可欠である。
（効果）
燃料価格の高騰が運送事業者の経営に及ぼす影響を緩和するた
め、県内で貨物自動車運送事業を営む事業者に対し支援金を支
給することで、経営的な支援を行うことができた。
（交付基準等の妥当性）
補助金交付の必要性と事業効果に照らして、妥当と判断できる。

広域交通・
リニア推進
課

令和6年
度からの
繰越
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：地域連携・交通部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-1 貨物自動車運送事業
者燃料高騰対策補助
金
（令和7年度）

一般社団法人三重県ト
ラック協会
津市栄町1丁目941番地

198,245 180,775 （根拠）
地域連携・交通部関係補助金等交付要綱
（公益性）
経営基盤の脆弱な貨物自動車運送事業者に対して支援を行い自
律的発展を促すことは、社会インフラとして重要な運送事業の維
持及び確保につながるため、県が支援を行うことは妥当であり、公
益性を有する。
（必要性）
燃料価格高騰の影響を直接受けるとともに、燃料の大きな節約や
運賃への価格転嫁が進んでいない状況にある貨物自動車運送事
業者の経営に及ぼす影響を緩和し、社会インフラとして重要な運
送事業者の事業の維持及び確保を図るため、補助金による支援
が不可欠である。
（効果）
燃料価格の高騰が運送事業者の経営に及ぼす影響を緩和するた
め、県内で貨物自動車運送事業を営む事業者に対し支援金を支
給することで、経営的な支援を行うことができた。
（交付基準等の妥当性）
補助金交付の必要性と事業効果に照らして、妥当と判断できる。

広域交通・
リニア推進
課

7-5 運輸事業振興助成交
付金
（令和7年度）

同上 - 476,371 （根拠）
地域連携・交通部関係補助金等交付要綱
（公益性）
運輸事業の振興の助成に関する法律に基づき、各都道府県に交
付することが求められている交付金であり、公益性を有する。
（必要性）
上記同様の理由により、必要性を有する。
（効果）
トラック事業の輸送力の確保、輸送サービスの改善、安全運行の
確保等を図ることができる。
（交付基準等の妥当性）
運輸事業の振興の助成に関する法律及び同法施行規則に定める
算定基準に基づき算定しており、妥当である。

同上
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：地域連携・交通部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-6 三重県競技力向上対
策本部負担金
（令和7年度）

三重県競技力向上対策
本部
津市広明町13番地

235,606 235,212 （根拠）
地域連携・交通部関係補助金等交付要綱
（公益性）
本県競技スポーツ水準の向上を図ることで、本県ゆかりの選手が
オリンピック競技大会や国民スポーツ大会等の国内外の大会で活
躍することは、県民に夢や感動を与え、一体感の醸成につながる
ものであることから、公益性を有する。
（必要性）
本県競技スポーツ水準の向上に向けて、ジュニア・少年選手の発
掘・育成・強化、成年選手の強化活動支援、指導者の養成等の取
組を、総合的・計画的に進めていく必要がある。
（効果）
第79回国民スポーツ大会における男女総合成績が10位台前半、
全国中学校体育大会や全国高等学校総合体育大会での入賞数
が過去最多、2025年東京デフリンピックにおいて本県ゆかりの選
手の金メダル獲得などの成果を得られた。
（交付基準等の妥当性）
スポーツ関係団体や学識経験者等で組織され、安定的な競技力
の向上に取り組む三重県競技力向上対策本部に対し負担金を交
付することは、本県のスポーツ推進に寄与することから、妥当であ
る。

競技力向上
対策課

1
0



第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：地域連携・交通部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

1 トラック運送事業者人
材確保等支援補助金

新設 トラック運送事業者による多様な人材の確保や育成のため
の取組を支援するために新設した。

広域交通・リ
ニア推進課

2 離島航路船舶新造事
業補助金

廃止 補助金の目的である船舶新造が完了したため、廃止した。 南部地域振興
企画課

3 熊野古道伊勢路環境
整備事業総合補助金

新設 熊野古道伊勢路の沿線地域において、伊勢路を良好な状
態で保全するとともに、来訪者が安全・快適に歩くための観
光インフラ整備の促進を図るために新設した。

東紀州振興課

4 熊野古道伊勢路道標
等整備事業費補助金

廃止 「熊野古道伊勢路環境整備事業総合補助金」において実施
するため、廃止した。

同上

補助金等の見直し状況

1
1




